
パナソニック㈱ (6752) 平成 22 年 3月期 第１四半期決算短信 

２００９年８月３日 
パナソニック株式会社 

 

 連 結 決 算 概 要 
２００９年度 第１四半期 

 

 

 

                                        （単位：億円） 

第１四半期（６月３０日に終わる３ヵ月間）               期  間 

項  目 
２００９年度 ２００８年度 前年同期比 

 売 上 高    １５,９５５   ２１,５２０ 

 

  ７４％

国 内   ８,５８８  １０,４５２    ８２％

 

海 外    ７,３６７    １１,０６８    ６７％

 営業利益(△は損失)  
  △ ２０２ 

   （△１.３%） 
 

  １,０９６ 

     （５.１%） 
 ―

 税引前利益（△は損失）  
   △ ５１８ 

   （△３.２%） 
 

   １,１９３ 

     （５.５%） 
  ―

 
当社株主に帰属する 

当期純利益（△は損失） 
 

   △ ５３０ 

   （△３.３%） 
 

   ７３０ 

     （３.４%） 
 ―

 

基 本 的 １ 株 当 た り 
当社株主に帰属する 
当期純利益（△は損失） 

 △２５円５８銭   ３４円８３銭  △60 円 41 銭

 

希薄化後１株当たり 
当社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

  ―   ３４円８３銭  ―

(注)１.当社の連結決算は米国会計基準に準拠しております。 

２.連結対象会社数(親会社および連結子会社) 535 社  持分法適用関連会社数 178 社 

３.米国財務会計基準審議会基準書第160号「連結財務諸表における非支配持分」の適用により、

2008 年度の内容を、組替え再表示しております。(「当社株主に帰属する当期純利益」は、

2008 年度までの「当期純利益」と同じ内容です。) 

４.2009 年度第１四半期の「希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益」は、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

 

［お問い合わせ先］財務・ＩＲグループ  TEL 06-6908-1121 
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           連 結 商 品 部 門 別 売 上 高 

（単位：億円） 

第１四半期（６月３０日に終わる３ヵ月間） 

部    門 
２００９年度 ２００８年度 前年同期比

 映 像 ・ 音 響 機 器  
３,５９０    ４,６６４       ７７ 

 情 報 ・ 通 信 機 器  
３,７１９    ５,０９１       ７３ 

 デジタルＡＶＣネットワーク  
７,３０９    ９,７５５       ７５ 

 ア プ ラ イ ア ン ス  
２,７９０    ３,４２７       ８１ 

 電 工 ・ パ ナ ホ ー ム  
３,１３２    ３,８９２       ８０ 

 デ バ イ ス  
１,８２３    ２,６９３       ６８ 

 そ の 他  
９０１    １,７５３       ５１ 

 合 計  
１５,９５５    ２１,５２０       ７４ 

国 内 売 上 高

（ 構  成  比 ）
 

８,５８８ 

（５４％） 

       １０,４５２ 

（４９％） ８２ 
内 

 

訳 海 外 売 上 高

（ 構  成  比 ）
 

    ７,３６７ 

（４６％） 

      １１,０６８ 

（５１％） ６７ 

 

（地域別海外売上高内訳） 

 米 州  
２,０３６        ２,８６５       ７１ 

 欧 州  
１,６７１        ２,９３６       ５７ 

 ア ジ ア ・ 中 国 他  
３,６６０        ５,２６７       ６９ 

 合 計  
７,３６７        １１,０６８       ６７ 

 

（国内・海外売上高内訳） 

 国 内 売 上 高 前年同期比 海 外 売 上 高 前年同期比 

 映 像 ・ 音 響 機 器  １,２３０ ９３
％

２,３６０ ７１
％

 情 報 ・ 通 信 機 器  ２,０７６ ８３ １,６４３ ６３  

 デジタルＡＶＣネットワーク  ３,３０６ ８７ ４,００３ ６７  

 ア プ ラ イ ア ン ス  １,５９９ ９２ １,１９１ ７０  

 電 工 ・ パ ナ ホ ー ム  ２,５５３ ８４ ５７９ ６８  

 デ バ イ ス  ５８９ ６４ １,２３４ ７０  

 そ の 他  ５４１ ５７ ３６０ ４５  

 合 計   ８,５８８ ８２ ７,３６７ ６７  

％ 

％ 
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連  結  損  益  計  算  書 

                                                                                       （単位：百万円） 

項    目 

 ２００９年度 

2009 年 4 月 1 日から

2009 年 6 月 30 日まで

  ２００８年度 

2008 年 4 月 1 日から 

2008 年 6 月 30 日まで 

 
前年 

同期比 

   ％ ％ ％

 売 上 高  1,595,458 100.0 2,151,997 100.0 74 

 売 上 原 価  1,170,871 73.4 1,525,850 70.9  

 売 上 総 利 益 424,587 26.6 626,147 29.1 68 

 販売費及び一般管理費  444,770 27.9 516,574 24.0  

 営業利益(△は損失) △ 20,183 △ 1.3 109,573 5.1 － 

      
 営業外損益(△は損失) △ 31,582 △ 1.9 9,682 0.4  

 （ 受 取 利 息 ） （  2,913） （ 0.2）（ 7,198） （ 0.3）  

 （ 受 取 配 当 金 ） （  3,417） （ 0.2）（ 5,343） （ 0.3）  

 （ 支 払 利 息 ） （  △  6,045） （ △ 0.4）（ △ 5,756） （ △ 0.3）  

 （早期退職一時金） （  △ 21,586） （ △ 1.3）（ △   225） （ △ 0.0）  

 （ そ の 他 ） （ △ 10,281） （ △ 0.6）（ 3,122） （  0.1）  

 税引前利益(△は損失) △ 51,765 △ 3.2 119,255 5.5 － 

      
 法 人 税 等  7,752 0.5  42,412 1.9  

 持分法による投資利益

(△は損失)

 

 
△  1,839  △ 0.1  337   0.0  

  非支配持分帰属利益控除前 

当期純利益(△は損失) 
△ 61,356 △ 3.8 77,180 3.6 －

 

      
 

    

非支配持分帰属利益

(△は損失)

 

 
△  8,379  △ 0.5 4,149  0.2  

  当社株主に帰属する

当期純利益(△は損失)
 △ 52,977

 
△ 3.3 73,031

 
3.4

 
－
 

(注) １.米国財務会計基準審議会基準書第160号「連結財務諸表における非支配持分」の適用により、2008年 

度の内容を、組替え再表示しております。(「当社株主に帰属する当期純利益」は、2008年度までの 

「当期純利益」と同じ内容です。) 

 ２.営業外損益の「早期退職一時金」は、国内・海外グループ会社の早期退職に伴う費用です。 

 ３.減価償却実施額(有形)          57,203 百万円  81,111 百万円  

 ４.設備投資の実施額          114,315 百万円 102,682 百万円 

 ５.研 究 開 発 費          113,581 百万円 131,074 百万円 

 ６.従 業 員 数          288,933   人  310,581  人 
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セ グ メ ン ト 情 報 

 

  (単位：億円) 

２００９年度 

2009 年 4月 1 日から 

2009 年 6月30日まで 

２００８年度 

2008 年 4月 1 日から 

2008 年 6月30日まで 

 

売上高 
前年 

同期比
営業利益 利益率

前年 

同期比
売上高 営業利益 利益率

 ％ ％ ％  ％

デジタルＡＶＣネットワーク 7,733 74 △ 136 △1.8 － 10,464 550 5.3

ア プ ラ イ ア ン ス 2,939 83 203 6.9 64 3,521 315 8.9

電工・パナホーム 3,577 83 △ 78 △2.2 － 4,328 105 2.4

デ バ イ ス 2,296 69 △ 115 △5.0 － 3,345 195 5.8

そ の 他 2,047 71  △   9 △0.4 － 2,894 139 4.8

計 18,592 76 △ 135 △0.7 － 24,552 1,304 5.3

消 去 又 は 全 社 △ 2,637 － △  67 － － △ 3,032 △ 208 －

連 結 決 算 15,955 74 △ 202 △1.3 － 21,520 1,096 5.1
 

 

 

 

 

(注) １. 事業区分の方法 

 当社の事業を、内部経営管理と同期化させた事業ドメイン会社毎のグローバル連結ベースで、事業

セグメントに区分しています。 

２. 事業セグメント区分の主な構成（2009 年 6 月 30 日現在） 

 ○ デジタルＡＶＣネットワーク: AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱･ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ社 

ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 

 ○ ア プ ラ イ ア ン ス: ﾎｰﾑｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ社･ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴｺｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 

 ○ 電工・パナホーム: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工㈱･ﾊﾟﾅﾎｰﾑ㈱ 

 ○ デ バ イ ス: ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱･ｴﾅｼﾞｰ社･ﾓｰﾀ社 

 ○ そ の 他: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ溶接ｼｽﾃﾑ㈱ 

３. 基礎的試験研究費および親会社の本社管理部門にかかる費用を配賦不能営業費用とし、｢消去又は

全社｣の項目に含めて表示しております。 
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グ  ル  ー  プ  事  業  領  域 

 

(単位：億円) 

２００９年度 

2009 年 4月 1 日から 

2009 年 6月30日まで 

２００８年度 

2008 年 4月 1 日から 

2008 年 6月30日まで 

 

売上高 
前年 

同期比
営業利益 利益率

前年 

同期比
売上高 営業利益 利益率 

 ％ ％ ％  ％

デジタルＡＶＣネットワーク 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 
7,733 74 △ 136 △1.8 － 10,464 550 5.3

環境・生活快適実現 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 
6,516 83 125 1.9 30 7,848 420 5.4

デ バ イ ス ・ 産 業 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 
4,343 70 △ 124 △2.8 － 6,240 334 5.4

計 18,592 76 △ 135 △0.7 － 24,552 1,304 5.3

消 去 又 は 全 社 △2,637 － △  67 － － △3,032 △ 208 －

連 結 決 算 15,955 74 △ 202 △1.3 － 21,520 1,096 5.1

 

 

１. グループ事業領域について 

 当社はグローバルエクセレンスに向けて成長していく中で、当社グループの事業戦略の方向性を投

資家の皆様に対して、より明確にすることを目的に、３つの事業領域を開示しております。 

 この３つの事業領域は、当社の５つの事業セグメントで構成されており、その構成は以下のとおり

でありますが、売上高と営業利益は、構成する事業セグメントの単純合計で算出しております。

２. グループ事業領域の構成 

事 業 領 域 構成する事業セグメント 

 デ ジ タ ル Ａ Ｖ Ｃ ネ ッ ト ワ ー ク

ソ リ ュ ー シ ョ ン
デジタルＡＶＣネットワーク 

 環 境 ・ 生 活 快 適 実 現

ソ リ ュ ー シ ョ ン

アプライアンス 

電工・パナホーム 

 デ バ イ ス ・ 産 業

ソ リ ュ ー シ ョ ン

デバイス 

その他 
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連  結  貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

２００９年度第1四半期末 ２００８年度末  
 科          目  

（2009年6月30日現在） （2009年3月31日現在）  
増 減 

         

  流 動 資 産    3,333,802 3,194,694    139,108  

   現金及び現金同等物   1,041,126 973,867    67,259  

   定 期 預 金   186,101 189,288   △ 3,187  

   短 期 投 資   1,016  1,998   △ 982  

   受 取 手 形   49,654 42,766    6,888  

   売 掛 金   806,283 743,498    62,785  

   貸 倒 引 当 金   △  21,233 △  21,131   △ 102  

   棚 卸 資 産   796,911 771,137    25,774  

   そ の 他 の 流 動 資 産   473,944 493,271   △ 19,327  

  投 資 及 び 貸 付 金    575,443 551,751    23,692  

  有 形 固 定 資 産    1,627,906 1,574,830    53,076  

  そ の 他 の 資 産    1,073,091 1,082,041   △ 8,950  

 資   産   合   計   6,610,242 6,403,316    206,926  

  流 動 負 債    2,249,626 2,000,428    249,198  

   社債及び短期借入金   205,805 94,355    111,450  

   支 払 手 形   39,303 38,202    1,101  

   買 掛 金   719,685 641,166    78,519  

   そ の 他 の 流 動 負 債   1,284,833 1,226,705    58,128  

  固 定 負 債    1,202,069 1,190,307    11,762  

   社債及び長期借入金   647,722 651,310   △ 3,588  

   そ の 他 の 固 定 負 債   554,347 538,997    15,350  

  負 債 合 計    3,451,695 3,190,735    260,960  

  当 社 株 主 資 本    2,746,253 2,783,980   △ 37,727  

   資 本 金   258,740 258,740    ―  

   資 本 剰 余 金   1,217,368 1,217,764   △ 396  

   利 益 準 備 金   93,983 92,726    1,257  

   そ の 他 の 剰 余 金   2,409,652 2,479,416   △ 69,764  

   
そ の 他 の 包 括 利 益 

( △ は損失 ) 累積額 
  △ 563,191 △ 594,377    31,186  

   自 己 株 式   △ 670,299 △ 670,289   △ 10  

  非 支 配 持 分    412,294 428,601   △ 16,307  

  資 本 合 計    3,158,547 3,212,581   △ 54,034  

 負 債 及 び 資 本 合 計   6,610,242 6,403,316    206,926  

(注)１.米国財務会計基準審議会基準書第 160 号「連結財務諸表における非支配持分」の適用により、2008 年
度の内容を、組替え再表示しております。 
２.その他の包括利益（△は損失）累積額の内訳：                （単位：百万円） 

 2009 年度第 1四半期末  2008 年度末    増 減 
 (2009 年 6 月 30 日現在) (2009年 3月 31日現在)   

為 替 換 算 調 整 額            △   344,284 △  341,592  △  2,692 

有価証券未実現損益              23,075 △    10,563 33,638 

デリバティブ未実現損益 △   1,437 △     4,889 3,452 

年 金 債 務 調 整 額            △   240,545 △   237,333 △   3,212 
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連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書 

 
                                  (単位：百万円)    

項      目 
２００９年度 

2009 年 4 月 1 日から 

2009 年 6 月 30 日まで 

２００８年度 

2008 年 4 月 1 日から 

2008 年 6 月 30 日まで 

Ⅰ営業活動に関するキャッシュ・フロー     
１.非支配持分帰属利益控除前当期純利益 (△ は 損 失 ) △ 61,356   77,180  
２.営業活動に関するキャッシュ・フローへの調整     

(１)減 価 償 却 費                65,895   90,706  
(２)有 価 証 券 の 売 却 益               △ 241  △ 5,802  
(３)売 上 債 権 の 増 減 額  (△ は 増 加 ) △ 71,640   8,605  
(４)棚 卸 資 産 の 増 減 額  (△ は 増 加 ) △ 21,235  △ 102,132  
(５)買 入 債 務 の 増 減 額  (△ は 減 少 ) 74,520   47,915  
(６)退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額  (△ は 減 少 ) △ 8,699  △ 24,894  
(７)そ の 他               92,772   31,179  

計  70,016   122,757  
Ⅱ投資活動に関するキャッシュ・フロー                
１.投資及び貸付金の売却及び回収               31,809      40,384  
２.投 資 及 び 貸 付 金 の 増 加               △ 1,827  △ 3,888  
３.有 形 固 定 資 産 の 購 入               △ 102,526  △ 163,490  
４.有 形 固 定 資 産 の 売 却 3,519   8,793  
５.定 期 預 金 の 増 減 額   (△ は 増 加 ) 2,655  △ 56,314  
６.そ の 他               △ 16,917  △ 10,376  

計 △ 83,287  △ 184,891  
Ⅲ財務活動に関するキャッシュ・フロー       
１.短 期 債 務 の 増 減 額   (△ は 減 少 ) 110,645   24,162  
２.長 期 債 務 の 増 減 額   (△ は 減 少 ) △ 6,592   28,561  
３.当 社 株 主 へ の 配 当 金 △ 15,530  △ 36,769  
４.非 支 配 持 分 へ の 配 当 金 △ 7,062  △ 10,944  
５.自 己 株 式 の 増 減 額    (△ は 増 加 ) △ 14  △ 40,735  
６.そ の 他 △ 23  △ 44  

計 81,424  △ 35,769  
Ⅳ為替変動による現金及び現金同等物への影響額 △ 894   39,723  
Ⅴ現金及び現金同等物の純増減額                   (△ は 減 少 ) 67,259  △ 58,180  
Ⅵ現金及び現金同等物期首残高                   973,867      1,214,816  
Ⅶ現金及び現金同等物期末残高                   1,041,126      1,156,636  

 
(注) 米国財務会計基準審議会基準書第 160 号「連結財務諸表における非支配持分」の適用により、2008 年度の

内容を、組替え再表示しております。 
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(注記) 

1. 当社は、米国財務会計基準審議会基準書第 141 号(2007 年改訂)「企業結合」（以下、

「基準書第 141 号改訂」）および同基準書第 160 号「連結財務諸表における非支配持

分」を 2009 年度第１四半期より適用しております。基準書第 141 号改訂および基準

書第 160 号は、企業結合により取得した識別可能な資産、負債、非支配持分および

のれんを「全面時価」により計上することを要求するとともに、非支配持分（従来

の少数株主持分）を資本の一項目として表示することを要求しており、少数株主と

の取引に関する会計処理および開示を変更しております。 

これにより、従来、連結貸借対照表の負債の部と資本の部の中間に独立の項目とし

て表示していた「少数株主持分」を「非支配持分」として資本の部に含めており、

その他の連結財務諸表についても表示を変更しております。基準書第 160 号の表示

に関する規定は遡及的に適用され、過年度の連結財務諸表を組替え再表示しており

ます。 

 

2. 2009年度第１四半期および 2008年度第１四半期の当社株主に帰属する当期包括利益

（△は損失）は、それぞれ△21,791 百万円、180,193 百万円となります。当社株主

に帰属する当期包括利益には、「当社株主に帰属する当期純利益」に加えて、当社株

主に帰属するその他の包括利益累積額の当期増減額が含まれております。 

 

3. 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

4. 当社株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

5. 2009 年度第１四半期末の連結子会社数は 534 社、持分法適用関連会社数は 178 社で

す。 
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（百万円未満四捨五入） 

１． 平成 22 年 3 月期第 1四半期の連結業績（平成 21 年 4 月 1 日～平成 21 年 6 月 30 日） 
(1)連結経営成績（累計）            （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 税引前利益 

当社株主に帰属する

四半期純利益 

   百万円    ％ 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％

22年3月期第１四半期 1,595,458 (△25.9) △20,183 (   －) △51,765 (   －)  △52,977 (   －)

21年3月期第１四半期 2,151,997 (    －) 109,573 (   －) 119,255 (   －)   73,031 (   －)
 

 1 株当たり当社株主に  
帰属する四半期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当社株主に  
帰属する四半期純利益 

 円        銭 円        銭 

22年3月期第１四半期 △25 58 － － 

21年3月期第１四半期 34 83 34 83 

※「当社株主に帰属する四半期純利益」は、平成 21 年 3月期までの「四半期純利益」と同じ内容です。 
 

(2)連結財政状態 

 
総 資 産 当社株主資本 当社株主資本比率 

1 株当たり   

当社株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭  

22年3月期第１四半期 6,610,242 2,746,253 41.5  1,326 29 

21 年 3 月期 6,403,316 2,783,980 43.5  1,344 50 

（注）当社株主資本の金額は、米国会計基準に従い表示しています。 
 

２． 配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 

 円       銭 円        銭 円        銭 円       銭 円       銭  

21 年 3 月期 － － 22 50 － －  7 50 30 00 

22 年 3 月期 － －          

22 年 3 月期（予想）    5 00 － －  5 00 10 00 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無：無 
 

３．平成 22 年 3 月期の連結業績予想（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日） 
  （％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売 上 高 営業利益 税引前利益 
当社株主に帰属する

当期純利益 

１株当たり 

当社株主に帰属する

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円    銭

第２四半期 
連結累計期間 

3,300,000(△24.0) △20,000(  －) △90,000(  －) △100,000(  －) △48   29  

通 期 7,000,000(△ 9.9) 75,000( 2.9) △95,000(  －) △195,000(  －) △94   17  

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無：有 

※「当社株主に帰属する当期純利益」は、平成 21年 3 月期までの「当期純利益」と同じ内容です。 

http://panasonic.co.jp/


パナソニック株式会社(6752) 平成 22 年 3 月期 第１四半期決算短信 
 

４． その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

 

(2)  簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用         無 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更                                      有 

② ①以外の変更                                             無 

(注)詳細は、(注記)をご覧ください 

 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  

22 年 3 月期  第１四半期 2,453,053,497 株 21 年 3 月期             2,453,053,497 株 

② 期末自己株式数             

22 年 3 月期  第１四半期    382,422,475 株 21 年 3 月期                382,411,876 株 

③ 期中平均株式数(四半期連結累計期間) 

22 年 3 月期  第１四半期  2,070,636,858 株 21 年 3 月期  第１四半期 2,096,837,708 株 
 

 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 

業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 
業績予想の前提となる仮定および業績見通しのご利用にあたっての注意事項等については、「経営成績及び

財政状態」に記載された＜将来見通しに関するリスク情報＞をご覧ください。 
 

当社は、米国財務会計基準審議会基準書第 141 号(平成 19 年改訂)「企業結合」(以下、「基準書第

141 号改訂」)および同基準書第 160 号「連結財務諸表における非支配持分」を平成 22 年 3 月期第１

四半期より適用しております。基準書第 141 号改訂および基準書第 160 号は、企業結合により取得

した識別可能な資産、負債、非支配持分およびのれんを「全面時価」により計上することを要求す

るとともに、非支配持分(従来の少数株主持分)を資本の一項目として表示することを要求しており、

少数株主との取引に関する会計処理および開示を変更しております。 

これにより、従来、連結貸借対照表の負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示してい

た「少数株主持分」を、「非支配持分」として資本の部に含めており、その他の連結財務諸表につい

ても表示を変更しております。基準書第 160 号の表示に関する規定は遡及的に適用され、過年度の

連結財務諸表を組替え再表示しております。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２００９年度  第１四半期（２００９年４月１日～６月３０日）の業績概況 

 

(a) 経営成績 

２００９年度第１四半期のエレクトロニクス業界では、市況が下げ止まる動きは見ら

れたものの「世界的な不況・需要縮小」と「新興国市場や低価格品への需要シフトをは

じめとする市場構造変化」が同時に進行するなど、依然として厳しい状況が続きました。

このような経営環境のもと、２００９年度は中期経営計画「ＧＰ３計画」の最終年度と

して、「経営体質の再構築」と「次なる成長への仕掛け・攻め」を同時に行っています。 

具体的には、「経営体質の再構築」に向けて、徹底した事業構造改革に取り組むほか、

「イタコナ」活動の浸透・定着、調達コストダウンの加速、コストバスターズ活動のさ

らなる強化、設備投資の抑制や在庫の圧縮などにも徹底的に取り組んでいます。 

一方、「次なる成長への仕掛け・攻め」では、「超・繋がる」「超・省エネ」「徹底

したユニバーサルデザイン」を追求したパナソニックらしい商品を生み出すなど商品力

強化に取り組んでいます。その上で「ＧＰ３計画」の重点テーマである「海外二桁増販」

「４つの戦略事業」「モノづくりイノベーション」「エコアイディア戦略」についても、

着実な実践を図っています。 

第１四半期の連結売上高は、前年同期比２６％減の１兆５,９５５億円となりました。 

商品部門別では、デジタルＡＶＣネットワーク分野の売上高は、７,３０９億円（前年

同期比２５％減）となりました。このうち、映像・音響機器部門は、薄型テレビやデジ

タルカメラなどが減収となり、前年同期比２３％減となりました。情報・通信機器部門

は、ノートパソコンやカーエレクトロニクス機器などが減収となり、前年同期比２７％

減となりました。 

アプライアンス分野の売上高は、冷蔵庫の売上は好調でしたが、エアコンやコンプレ

ッサーなどの売上が減少し、２,７９０億円（前年同期比１９％減）となりました。 

 電工・パナホームの売上高は、３,１３２億円（前年同期比２０％減）となりました。

パナソニック電工は、電材、住設建材などの売上が減少したことにより減収となりました。

パナホームは、住宅市況の悪化などにより減収となりました。 

デバイス分野の売上高は、半導体や一般電子部品などの売上が低調で、１,８２３億円

（前年同期比３２％減）となりました。 

その他分野の売上高は、ＦＡ機器の売上が大幅な減収となり、９０１億円（前年同期

比４９％減）となりました。 

利益につきましては、材料費の合理化や固定費削減を徹底的に推進しましたが、大幅な

減収や価格低下の影響により、営業損失は２０２億円となりました。また、営業外費用と

して、早期退職一時金２１６億円を計上したことなどにより、税引前損失は５１８億円と

なり、当社株主に帰属する当期純損失も５３０億円となりました。 
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(b)財政状態 

当第１四半期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは７００億円となりまし

た。これは、非支配持分帰属利益控除前当期純損失の計上や売上債権の増加等はありま

したが、主として減価償却費や買入債務の増加等によるものです。投資活動に使用した

キャッシュ・フローは８３３億円となりました。これは、主として薄型テレビ、電池な

どの重点分野を中心に実施した有形固定資産の購入に伴う支出によるものです。また、

財務活動により増加したキャッシュ・フローは８１４億円となりました。これは、主と

して短期社債の発行に伴う短期債務の増加によるものです。これらに為替変動の影響を

加味した結果、当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は１兆４１１億円となり、

前年度末に比べ６７３億円増加しました。 

また、総資産は当第１四半期末で６兆６,１０２億円となり、前年度末に比べ２,０６９

億円増加しました。これは、短期社債の発行による現金及び現金同等物の増加、季節要

因による棚卸資産の増加、また保有株式の時価上昇に伴う投資及び貸付金の増加などに

よるものです。当社株主資本は当第１四半期末で２兆７,４６３億円となり、前年度末に

比べ３７７億円減少しました。これは、その他の剰余金の減少などによるものです。 

 

（２）２００９年度  第２四半期連結累計期間および通期の見通し 

 

  世界経済は各国の景気刺激策の効果などで最悪期を脱し、安定化の兆候は見えるものの、

今後の先行きは不透明な状況が続くものと思われます。このような状況の中、当社の業績

は、当第１四半期および第２四半期ともに、価格競争は引き続き激しくなるものの、電子

部品の市況回復や景気刺激策の効果等による売上増に加え、為替の良化や固定費・材料費

を中心としたコスト削減を徹底的に推進することなどにより、利益向上が見込まれるため、

２００９年度第２四半期連結累計期間の業績見通しを下記のとおり修正いたします。 

 

・ 連結業績見通し(第２四半期連結累計期間) 

売 上 高      ３兆３,０００億円（前年比 ７６％） 

営 業 損 失         ２００億円（前年比    －％） 

税 引 前 損 失            ９００億円（前年比  －％） 

当社株主に帰属する当期純損失          １,０００億円（前年比  －％） 

 

なお、２００９年度通期の業績見通しは、前回(2009年 5月 15日)公表どおりで修正は

ありません。 
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＜将来見通しに関するリスク情報＞ 
 

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

  その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。 

  かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されています

のでご参照ください。 
 

・ 主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動 

・ 産業界・消費者の需要動向 

・ ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動 

・ 資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 

・ 他企業との提携またはM&Aで期待どおりの成果を上げられない可能性 

・ パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向 

・ 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力 

・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・ 諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない） 

・ 保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および 

繰延税金資産等の評価の変動、その他会計上の方針の変更 

・ 地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある

要素 

 

 

以  上 



2009年8月3日
パナソニック株式会社

1. 部門別売上高

（単位：億円）

合     計
前年比

現地通貨
ベース
前年比

国     内
前年比

海     外
前年比

現地通貨
ベース
前年比

3,590 77% 85% 1,230 93% 71% 82% 

3,719 73% 77% 2,076 83% 63% 71% 

7,309 75% 81% 3,306 87% 67% 77% 

2,790 81% 86% 1,599 92% 70% 78% 

3,132 80% 83% 2,553 84% 68% 78% 

1,823 68% 73% 589 64% 70% 77% 

901 51% 53% 541 57% 45% 48% 

15,955 74% 79% 8,588 82% 67% 75% 

2. 海外地域別売上高

（単位：億円）

前年比
現地通貨
ベース
前年比

2,036 71% 77% 

1,671 57% 71% 

1,922 72% 84% 

1,738 67% 70% 

7,367 67% 75% 

2,360

1,643

4,003

1,191

海     外

合 計

情 報 ・ 通 信 機 器

デジタルAVCネットワーク

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

そ の 他

デ バ イ ス

ア プ ラ イ ア ン ス

映 像 ・ 音 響 機 器

合 計

579

ア ジ ア

中 国

7,367

欧 州

1,234

360

米 州
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3. 主要商品実績
（単位：億円）

2,157 80% 

1,234 83% 

750 78% 

479 74% 

307 97% 

228 178% 

165 67% 

163 63% 

2,220 68% 

1,499 81% 

917 88% 

769 76% 

327 105% 

706 67% 

762 62% 

542 75% 

その他 143 25% 

※  半導体の数字は、生産ベースで記載しております。

4. 事業ドメイン会社の状況

（事業ドメイン会社連結ベース）

＜売上高・営業利益（生産事業ベース）・設備投資額※＞
（単位：億円）

前年比 利益率 前年比 前年差

3,668 69% -9.4% - 680 +306 

1,020 86% 7.6% 52% 4 -1 

843 67% -4.5% - 47 -46 

F　　　A　　　事　　　業 159 26% -47.4% - 1 -3 

※発生ベースでの設備投資額

売上高 前年比

パナソニック モバイルコミュニケーションズ㈱

パナソニック エレクトロニックデバイス㈱

　　  なお、2009年度の半導体年間生産高は、3,415億円（前年比87%）の見通しです。

デバイス

電 池

一 般 電 子 部 品

半 導 体 ※

Ｆ Ａ 機 器

ＡＶＣネットワークス社

売　上　高

音 響 機 器

冷 蔵 庫

商品部門名

アプライアンス

デジタルAVCネットワーク

通 信 機 器

内 移 動 体 通 信

エ ア コ ン

情 報 機 器

商品名

内 プ ラ ズ マ テ レ ビ

内 液 晶 テ レ ビ

ビ デ オ ・ ム ー ビ ー

デ ジ タ ル カ メ ラ

Ｂ Ｄ ・ Ｄ Ｖ Ｄ レ コ ー ダ ー

テ レ ビ

内 ＢＤレコーダー・プレーヤー

設備投資額

-346

-76

78

-38

営 業 利 益
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5. セグメント別設備投資額
※

（単位：億円）

前年差

700 +207 

125 -13 

65 -31 

235 -7 

18 -40 

計 1,143 +116 

（　デバイスの内、半導体　） （　-17）

※発生ベースでの設備投資額

6. 為替平均レート

＜2009年度第1四半期＞

　米　　　ド　　　ル

　ユ　　　ー　　　ロ

＜2008年度第1四半期＞

　米　　　ド　　　ル

　ユ　　　ー　　　ロ

※輸出入をネットしたベース

7. 従業員数

（単位：人）

　　国　　　　　内

　　海　　　　　外

計

輸出予約レート

輸出予約レート

外貨建取引額
※

  4 億ドル

3億ユーロ122円 133円

97円93円

連結換算レート

4億ユーロ

外貨建取引額
※

   5億ドル

2009年6月末

設備投資額

連結換算レート

288,933

130,066

175,631 160,106 158,867

105円 105円

310,581 292,250

158円 163円

134,950 132,144

2008年6月末 2009年3月末

デ バ イ ス

そ の 他

デ ジ タ ル AVC ネ ッ ト ワ ー ク

ア プ ラ イ ア ン ス

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

    （ 55 ）
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＜別紙１＞（参考）

7,733

2,939

3,577

2,296

2,047

18,592

-2,637

15,955

-136

203

-78

-115

-9

-135

-67

-202

２００９年度四半期別セグメント情報

売上高 (単位：億円)

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

第１四半期
(4～6月）

電工・パナホーム

デバイス

その他

計

消去

合計

営業利益

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

電工・パナホーム

第１四半期
(4～6月）

合計

デバイス

その他

計

消去または全社



＜別紙２＞（参考）

(単位：億円)

10,464 10,565 9,373 7,088 37,490

3,521 3,334 2,921 2,453 12,229

4,328 4,959 4,327 4,049 17,663

3,345 3,357 2,783 1,788 11,273

2,894 3,092 2,224 2,507 10,717

24,552 25,307 21,628 17,885 89,372

-3,032 -3,390 -2,828 -2,467 -11,717

21,520 21,917 18,800 15,418 77,655

550 478 -49 -947 32

315 154 182 -161 490

105 253 103 -60 401

195 295 50 -469 71

139 149 1 -50 239

1,304 1,329 287 -1,687 1,233

-208 -143 -24 -129 -504

1,096 1,186 263 -1,816 729

その他

計

消去または全社

合計

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

電工・パナホーム

デバイス

消去

合計

営業利益

電工・パナホーム

デバイス

その他

計

第4四半期
(1～3月）

年　　間
（4～3月）

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

第１四半期
(4～6月）

第2四半期
(7～9月）

第3四半期
(10～12月）

２００８年度四半期別セグメント情報

売上高

年　　間
（4～3月）

第１四半期
(4～6月）

第2四半期
(7～9月）

第3四半期
(10～12月）

第4四半期
(1～3月）



＜別紙3＞（参考）

売上高 (単位：億円)

デジタルＡＶＣネットワーク 9,961 10,635 12,077 10,523 43,196

アプライアンス 3,494 3,176 3,392 3,102 13,164

電工・パナホーム 4,319 5,053 4,725 5,006 19,103

デバイス 3,482 3,641 3,573 3,291 13,987

その他 2,604 2,819 2,498 2,921 10,842

日本ビクター 1,380 451     -     - 1,831

計 25,240 25,775 26,265 24,843 102,123

消去 -2,845 -2,917 -2,819 -2,853 -11,434

合計 22,395 22,858 23,446 21,990 90,689

営業利益

デジタルＡＶＣネットワーク 389 712 843 579 2,523

アプライアンス 180 193 259 232 864

電工・パナホーム 99 312 273 280 964

デバイス 184 311 278 277 1,050

その他 138 211 121 172 642

日本ビクター -67 -30      -      - -97

計 923 1,709 1,774 1,540 5,946

消去または全社 -184 -248 -120 -199 -751

合計 739 1,461 1,654 1,341 5,195

（注） 1．日本ビクター㈱およびその連結子会社は2007年8月より持分法適用関連会社となっております。

　　　 2． 2008年4月1日よりグローバルプロキュアメントサービス社の他セグメントとの取引形態を変更した

　　　　　 ことに伴い、2007年度の「その他」と「消去又は全社」のセグメント情報を2008年度の形態に

　　　　　 合わせて組み替えして表示しております。

 　    3． 2008年4月より従来のセグメント名「AVCネットワーク」を「デジタルAVCネットワーク」に名称変更

　　　 　　しています。

年　　間
（4～3月）

第１四半期
(4～6月）

第２四半期
(7～9月）

第３四半期
(10～12月）

第４四半期
(1～3月）

２００７年度四半期別セグメント情報

第１四半期
(4～6月）

第２四半期
(7～9月）

第３四半期
(10～12月）

第４四半期
(1～3月）

年　　間
（4～3月）
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